
第 142回伊達市災害対策本部会議 
平成 25年 1月 22日（火） 

11：00～12：00 

保原庁舎 2階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）生活圏除染業務の進捗について 
 
 
 
（2）放射能健康管理事業の進捗状況について 
 
 
 
（3）平成 24年度農業関係除染業務進捗状況について 
 
 
 
 
2 その他 
（1）除染推進センターだより（第 16号）の発行について 
 
 
 
（2）農業情報誌「たがやす」（第 8号）の発行について 
 
 
 
（3）災害対策号（第 73号）の発行について 
 
 
 
（4）産業復興再生計画と重点推進計画について 

 
 
 
 
次回   2/12（火） 17：00～18：00 
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第 142回本部会議の概要について 

1 実施日時等 
平成 25年 1月 22日（火） 11：00～12：00 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）生活圏除染業務の進捗について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

1月 12日現在における進捗状況である。Aエリアでは、霊山町石田東部・月舘町東部、保原町

柱沢工区で公共施設の事前モニタリングが終了、霊山町掛田工区では、宅地の事前モニタリン

グが終了した。各工区とも事前モニタリング及び除染作業は実施中である。除染済み戸数は、

1,196戸、対象戸数 2,555戸に占める進捗率は、46.81％に達した。 

仮置場に関しては、保原町富成工区の 6 区・18 区における仮置場を、富成観光わらび園に設

置することに決定する。このことは、今後、住民に通知する。 

Bエリアの仮置場では、保原町上保原地区は、上保原字内山台の仮置場 1箇所で上保原地区全

体の除染廃棄物を受け入れることを目標に説明会等を行っている。保原町村岡・八幡台地区は、

説明会も実施しながら、設置場所を検討中。霊山町石田地区は、保原町上保原地区と同様に、

財産区に設置した仮置場 1箇所で石田地区の全量を受け入れるよう調整している。 

詳細な数値等は、添付資料のとおり。 

 

（伊達総合支所長） 

一次モニタリングは、伊達地域全 34町内会中、1町内会で終了、4町内会で実施中である。仮

置場は、町内会単位での設置は難しいため、地区単位での設置を目指している。現在までに、

仮置場の設置には至っていない。 

（梁川総合支所長） 

一次モニタリングは、梁川地域全 125町内会中、99町内会で終了、26町内会で実施中である。

仮置場は、側溝掃除に係る汚泥の仮置場を優先することも含めて、各小学校区で 1箇所ずつの

仮置場設置を目指し調整中である。 

（保原総合支所長） 

保原地域の Cエリアは、20町内会であり、そのうち 15町内会で一次モニタリングを実施中で

ある。仮置場は、現在調整中である。 

（霊山総合支所長） 

一次モニタリングは、大石・泉原地区で終了した。仮置場に関しては、大石地区南方部で 1箇

所、泉原地区で 1箇所設置の目途がたった。 

（市長） 

Aエリアの保原町富成工区の 6区・18区に関しては、行政が仮置場を決定する旨を通知する。

これまで、地域住民による話し合いの場が持たれたものの、全員一致には至らなかった。住民

による決定に基づくことが一番ではあるが、過去の会議で申し上げたように、早急に行わなけ

ればならない仮置場の確保、除染作業について、少数の反対のために前進できないことは、健

康被害のことも鑑みれば、いたずらに時間が経過していくことを見過ごせない。 

今後、関係者に対し、候補地を仮置場にする旨を通知する。  
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（2）放射能健康管理事業の進捗状況について 

健康福祉部次長が資料により説明した。 

平成 24年 12月末時点での状況である。内部被曝の検査は、3箇所の検査機関で実施しており、

通知者数は市内で 33,240名、既受検者数は 19,951名。検査結果は、全員が預託線量 1mSv未

満であった。 

心と体のケア対策に関しては、放射能講話事業は、延べ 1,800 人、健康相談事業は、相談 45

件述べ 59人に対して、特定避難勧奨地点支援事業のお茶のみサロン（健康相談会）は、18回

開催で延べ 160人の参加、同事業の戸別訪問指導は、19件の実施であった。 

詳細は資料のとおり。 

なお、2/2（土）に「体と心を元気に！免疫力アップ！講演会」が伊達ふるさと会館で開催され

る。本部員の皆さんにも、ぜひ参加いただきたい。 

 

（3）平成 24年度農業関係除染業務進捗状況について 

産業部長が資料により説明した。 

平成 24 年度に実施してきた 6 つの農業関係除染の業務について、進捗状況をまとめた。概要

は資料のとおり。 

具体的には、水田放射線低減対策は、平成 24 年春に事業完了。作付制限区域における水田放

射線低減対策は、平成 25 年の作付けに向け、これから取り組むものである。牧草地除染は、

一部を残し、ほぼ終了した。果樹除染は、昨年実施できなかった分、主に中山間地域における

除染について、これから取り組む。未耕起農地除染は、現在も耕起していない農地について、

表土の剥ぎ取り等を実施するもの。なお、果樹剪定枝チップ化は、平成 23 年に除染のため剪

定した枝について、現在においても仮置きしていることから、チップ化により減量化を図り、

現地で引き続き保管するものである。 

表外に記載した「農業用排水路除染」は、仮置場が問題になる。生活圏の除染と同じようなか

たちで、それぞれの地区において仮置場の確保をお願いできればと考えている。 

 

（市長） 

内部被曝の検査状況は、通知者数の約 60%であることから、今後は検査率を上げていかなけれ

ばならない。現在までの検査結果を見れば、預託線量は皆 1mSv未満であり、検出されていな

いが、実際に検査を受けて確認することは重要となる。 

私が感じているのは、今後、内部被曝の管理が非常に重要になってくるということ。 

極端な話、外部被曝は避けようとすれば避けられる。低線量になればなるほど、あまり気にす

る必要がないといえる。一方で、内部被曝に関して言えば、生物学的半減期と言われるように、

例えばセシウム 137の半減期が 30年であるからといって、30年の間、体内に留まり続けるわ

けではない。そうなのであるが、セシウムを含む食品を摂取し続ければ、その間継続して、体

内にセシウムがあることになる。 

ある教授の本から引用すれば、ヨウ素は甲状腺に溜まると言われるし、セシウムは膀胱に溜ま

るとのこと。体内に満遍なく蓄積されるのではなく、ある一部分に蓄積されるということ。そ

のような場合に、生物学的半減期があったとしても、結果としては、どのようになるかわから

ないとの記述であった。  
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チェルノブイリ原子力発電所事故の場合は、当初は問題ないと言っていたが、後になって発症

してきた。例えば、ある人はヤギの乳を飲み続け、ある人はきのこを食べ続けた。少量であっ

ても、食べ続けた結果であろう。毎日食べ続けてはいけない。最終的には、内部被曝により、

健康被害につながったという事実がある。 

我々の場合は、そうしたチェルノブイリの件も承知の上、内部被曝対策を実施してきた。内部

被曝について、今後も継続して、更には今後の主題として、取り組んでいかなければならない。 

外部被曝対策としての除染は、ある程度進捗してきた。放射能に関する精神的な部分である心

の問題、心のケアについても引き続き、重要な問題である。 

 

 

2 その他 
（1）除染推進センターだより（第 16号）の発行について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

仮置場の説明会や見学を行っても、参加できなかった方などは、どうしても、仮置場に関して

理解しがたい。また、仮置場について仮置場ができるまでの様子を広く知らせてほしいとの意

見もあった。そのため、改めて、仮置場ができるまでの様子を掲載した。 

また、裏面は、市政アドバイザーである多田氏との Q＆A形式で、市民の皆さんの気になる事

項等について掲載した。今後、連載していきたい記事のひとつである。 

裏面では、放射能測定器の性能を確認しようと題し、測定器の簡単な見分け方を掲載した。そ

の他の詳細な記事については、添付資料のとおり。 

 

（市長） 

今後、除染をより進める点で、仮置場がどのように造成されているか、管理されているかを知

ってもらうことは、大いに意義のあること。各総合支所においては、積極的に仮置場ができる

までを実際に見学してもらうような取り組みも必要である。町内会長の立場としても、実際に

仮置場を見学したほうが、例えば、町内会において仮置場に関し話す機会があった際に、話し

やすい。説明がしやすい。結果として、除染の進捗につなげたいものだ。 

 

（2）農業情報市「たがやす」（第 8号）の発行について 

産業部次長が資料により説明した。 

本日（1/22）、「あんぽ柿復興協議会」が設立される。あんぽ柿は、2 年連続で加工自粛となっ

た。平成 25年度は、あんぽ柿の生産・出荷が可能になることを目指し取り組んでいく。 

なお、前号でも触れた、旧富野村・旧堰本村で生産された大豆が出荷制限を受けている件につ

いて、基準値を超えていない大豆の出荷を目標に、全袋検査の実施と生産管理台帳の作成を目

指した生産状況の把握を行うこととした。その他の記事は、紙面に掲載のとおり。 

 

（市長） 

大豆の全袋検査を実施するとのことだが、どのように実施するのか。 

（産業部長） 

おおよそコメと同様か又は似たかたちで、大豆を抽出するなど検査する方法である。 
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（市長） 

コメや大豆に限らず、放射能との共存は長い。一方、農地の除染は、広さや方法の観点からし

ても、簡単なものではない。更に、除染をしなければならないかと言うと、必ずしもそうでは

なく、農地の場合は、安全な農作物が生産できれば良いのである。そうした場合に、やはり、

出荷直前におけるコメの全袋検査のような検査は必要であろう。 

あわせて、こうした検査機器の充実が欠かせない。おそらく、この先 10 年等の期間で使用す

ることとなってくるだろうし、我々も、生産された農作物を作物ごとに測定できる検査機器を

整備するなど、体制を構築していく必要がある。 

当面は、柿である。 

（産業部長） 

先の説明のとおり、本日（1/22）「あんぽ柿復興協議会」が設立される。協議会の取り組みの

中には、放射性物質の移行原因等のほかに、検査体制の確立をひとつの項目として挙げている。 

国（農林水産省）の主導のもとに取り組まれるものであり、早い時期に検査機器や体制の整備

が図られると考えている。 

（市長） 

必要に応じて、国に対しては要望も行っていきたい。 

 

（3）災害対策号（第 73号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

今号に記載した文面の根底には、C エリアの除染は、A・B エリアの除染とは線引きしなけれ

ばならないということがある。というのは、我々は、放射線量の高いところの線量を下げるこ

とはできる。しかし、ある程度低い線量のところを、更に下げるということになると、それは

難しい。特に、Cエリアの線量は低いのであるから、除染をやっただけの効果が現れるかとい

うと、必ずしもそうではない。 

 

除染をやらないということではないが、我々の判断ではない。 

通常の工事であれば、我々が検査を行うのであるが、除染の場合は、住民が納得するという点

に重きを置き取り組んでいる。住民の安心のために行っているので、住民が納得するまでやら

ざるを得ないところがあるが、例えば、Aエリアの除染で 0.5μSv/h程度まで下がると、市民

の皆さんからは、ありがたいとの声が聞こえる。 

決して、0.2μSv/hとか、除染により、そうした値まで線量は低下していない。 

 

つまり、除染の結果の可否は、相対的なかたちで捉えられているということ。 

今後、C エリアにおいて、0.3μSv/h 程度の線量で除染の要望があった場合に、どの程度効果

があるか。ホットスポットを除去し、どのように、市民の安心につなげていくかは、検討をし

なければならない要素だ。 

これから市民の皆さんに理解いただきたいことを挙げれば、「除染によって放射能を直ちにゼ

ロにはできず、我々は放射能と、時間の経過とともにそれが消えてなくなるまで共存せざるを

得ない」ということである。 
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Aエリアにおいても、除染を実施し、放射線量がゼロになったわけではないが、安心していた

だいている。放射線は、そういうものなのだということ。 

 

 

（4）産業復興再生計画と重点推進計画について 

市長直轄理事が資料により説明した。 

福島復興再生特別措置法（平成 24年 3月 31日）及び福島復興再生基本法（平成 24年 7月 13

日）に基づき、福島県では、産業復興再生計画及び重点推進計画の策定を進めている。 

今後、県の計画に基づき、市民の安全・安心のための施策を展開していくことになるため、県

の計画に対する意見や市が行うべき施策等を検討していきたい。概要等は、量もあるためメー

ルで配信する。1月末ごろまでに意見をお寄せいただきたい。 

 

（市長） 

昨日（1/21）、福島第一原子力発電所を視察した。もっとも印象に残ったのは、極めて厳重な

放射線管理が行われているということ。場所ごとに、防護資材の交換やスクリーニングの実施

を徹底している。当然のことであるが、非常に二次汚染に配慮した作業が行われている。 

 

避難指示解除準備区域である楢葉町を通り、福島第一原子力発電所へ向かったのであるが、楢

葉町は、昼間は人もおり、例えば、ガソリンスタンドだとか、そういったところはいくつか動

いている。しかし、電気の通じているところ通じていないところがあり、インフラの整備はで

きていない。住民が自宅の片付け等を行うための「住民の一時帰宅」は、区域内でできる活動

とされているが、「区域内での宿泊」は、できないとされている。泊まれない状態で片付けと

いわれてもなかなか進まない。 

 

国直轄除染の一部地域においては、不適切な作業が行われる問題も発生した。 

不適正除染は、大臣等もおっしゃっていたが、国が除染を実施しているところは、高線量地域

であり誰もおらず住民等が現場を見ていないため、こうしたことがまかり通る。 

我々が実施している除染の場合は、生活圏の除染であり、再び住居に住むことを目的として行

っているのであるから、その住宅に住んでいた住民が現場を見ていないのは、そもそもおかし

い。再び住居に住むことを目的とした除染なのであれば、いくら高線量とはいえ、国が行う除

染においても、かつてそこに住んでいた住民立会いのもとに除染が行われることがあって然る

べきである。 

 

また、除染と同時にインフラの整備を並行し、「ここに住む」ということを国が強力に推し進

めなければいけないということ。あの様子では、避難指示解除準備区域は、いつまでも準備区

域のままなのではないかという懸念が感じられた。 

 

昨夜（1/21）の BSフジ出演はご覧いただいたとおり。 

除染の目的は、放射線量を下げることであるが、それだけでは済まないところがある。 

除染の方法に関しては、現在は、現場では臨機応変に取り組んでおり、その取り組みを国が認
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めて、除染のマニュアルも修正する動きに進みつつある。 

「わからないことは、やってみるべき」と最後に書いたが、国に対しての希望のようなもので

あり、何かを取り組んでみようとしても、国は、あれもだめ、これもだめという姿勢ではなく、

受け入れてほしいということ。 

あわせて「決断」ということは、国、県、市も含めた行政は、行政の責任を意識した取り組み

を行っていかなければならないということ。 

中間処理施設の問題は、国、県に強い主導権を取って進めてもらいたいところである。我々も、

例えば、森林除染に係る剪定枝の減量化など、廃棄物の減量化に取り組んでいく必要がある。 

我々は、実験的な取り組みも含めて、国や県に対する要望やその支援を受けながら、着実に取

り組んでいきたい。 

 

 

《次回本部会議》 

平成 25年 2月 12日（火） 17：00～18：00 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


